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日米安全保障協議委員会共同発表 

変化する安全保障環境のためのより力強い同盟 

新たな日米防衛協力のための指針 

２０１５年４月２７日 

岸田外務大臣 

中谷防衛大臣 

ケリー国務長官 

カーター国防長官 

１．概観 

２０１５年４月２７日、ニューヨークにおいて、岸田文雄外務大臣、中谷元防衛大

臣、ジョン・ケリー国務長官及びアシュトン・カーター国防長官は、日米安全保障協

議委員会（ＳＣＣ）を開催した。変化する安全保障環境に鑑み、閣僚は、日本の安全

並びに国際の平和及び安全の維持に対する同盟のコミットメントを再確認した。 

閣僚は、見直し後の新たな「日米防衛協力のための指針」（以下「指針」という。）

の了承及び発出を公表した。この指針は、日米両国の役割及び任務を更新し、２１世

紀において新たに発生している安全保障上の課題に対処するための、よりバランスの

とれた、より実効的な同盟を促進するものである。閣僚は、様々な地域の及びグロー

バルな課題、二国間の安全保障及び防衛協力を多様な分野において強化するためのイ

ニシアティブ、地域協力の強化の推進並びに在日米軍の再編の前進について議論した。 

２０１５年の米国国家安全保障戦略において明記されているとおり、米国はアジア

太平洋地域へのリバランスを積極的に実施している。核及び通常戦力を含むあらゆる

種類の米国の軍事力による、日本の防衛に対する米国の揺るぎないコミットメントが

この取組の中心にある。日本は、この地域における米国の関与を高く評価する。この

文脈において、閣僚は、地域の平和、安全及び繁栄の推進における日米同盟の不可欠

な役割を再確認した。 

日本が国際協調主義に基づく「積極的平和主義」の政策を継続する中で、米国は、

日本の最近の重要な成果を歓迎し、支持する。これらの成果には、切れ目のない安全

保障法制の整備のための２０１４年７月１日の日本政府の閣議決定、国家安全保障会
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議の設置、防衛装備移転三原則、特定秘密保護法、サイバーセキュリティ基本法、新

「宇宙基本計画」及び開発協力大綱が含まれる。 

 

閣僚は、新たな指針並びに日米各国の安全保障及び防衛政策によって強化された日

米同盟が、アジア太平洋地域の平和及び安全の礎として、また、より平和で安定した

国際安全保障環境を推進するための基盤として役割を果たし続けることを確認した。 

 

閣僚はまた、尖閣諸島が日本の施政の下にある領域であり、したがって日米安全保

障条約第５条の下でのコミットメントの範囲に含まれること、及び同諸島に対する日

本の施政を損なおうとするいかなる一方的な行動にも反対することを再確認した。 

 

２．新たな日米防衛協力のための指針 

 

１９７８年１１月２７日に初めて了承され、１９９７年９月２３日に見直しが行わ

れた指針は、日米両国の役割及び任務並びに協力及び調整の在り方についての一般的

な大枠及び政策的な方向性を示してきた。２０１３年１０月３日に東京で開催された

ＳＣＣにおいて、閣僚は、変化する安全保障環境に関する見解を共有し、防衛協力小

委員会（ＳＤＣ）に対し、紛争を抑止し並びに平和及び安全を促進する上で同盟が引

き続き不可欠な役割を果たすことを確保するため、１９９７年の指針の変更に関する

勧告を作成するよう指示した。 

 

本日、ＳＣＣは、ＳＤＣが勧告した新たな指針を了承した。これにより、２０１３

年１０月に閣僚から示された指針の見直しの目的が達成される。１９９７年の指針に

代わる新たな指針は、日米両国の役割及び任務についての一般的な大枠及び政策的な

方向性を更新するとともに、同盟を現代に適合したものとし、また、平時から緊急事

態までのあらゆる段階における抑止力及び対処力を強化することで、より力強い同盟

とより大きな責任の共有のための戦略的な構想を明らかにする。 

 

新たな指針と切れ目のない安全保障法制を整備するための日本の取組との整合性

を確保することの重要性を認識し、閣僚は、当該法制が、新たな指針の下での二国間

の取組をより実効的なものとすることを認識した。米国は、日本の「積極的平和主義」

の政策及び２０１４年７月の閣議決定を反映する当該法制を整備するために現在行

われている取組を歓迎し、支持する。 

 

指針の中核は、引き続き、日本の平和及び安全に対する揺るぎないコミットメント

である。新たな指針は、日米両政府が、二国間協力を次の様々な分野にもわたって拡

大しつつ、切れ目のない、力強い、柔軟かつ実効的な同盟としての対応を通じてその
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コミットメントを果たすための能力を強化し続けるための方法及び手段を詳述する。 

 

同盟調整メカニズム： 新たな指針の下で、日米両国は、平時から緊急事態までの

あらゆる段階における切れ目のない対応を可能とする、平時から利用可能な、政府全

体にわたる同盟内の調整のためのメカニズムを設置する。 

 

地域的な及びグローバルな協力： 新たな指針は、同盟が、適切な場合に、日本の

国内法令に従った方法により、平和維持活動、海洋安全保障及び後方支援等の国際的

な安全保障上の取組に対して一層大きな貢献を行うことを可能とする。閣僚は、地域

の及び他のパートナー並びに国際機関と協力することの重要性を改めて表明した。 

 

新たな戦略的な協力： 変化する世界は現代的な同盟を必要としており、新たな指

針は、日米両国が、宇宙及びサイバー空間において、また、領域を横断する形で効果

をもたらすことを意図した活動を行うに当たり、協力を行うための基盤を構築する。 

 

人道支援・災害救援： 新たな指針は、日本及び世界各地における大規模災害への

対処における二国間協力の実効性を一層向上させるために日米両政府が協働し得る

方法を示す。 

 

力強い基盤： 新たな指針はまた、防衛装備・技術協力、情報協力・情報保全及び

教育・研究交流を含む、二国間協力のあらゆる側面に貢献する取組及び活動を示す。 

 

閣僚は、新たな指針の下での共同の取組に着手するとの意図を確認した。この文脈

において、ＳＣＣは、ＳＤＣに対し、平時から利用可能な同盟調整メカニズムの設置

及び共同計画策定メカニズムの改良並びにこれによる共同計画の策定の強化を含め、

新たな指針を実施するよう指示した。閣僚はまた、新たな指針が展望する後方支援に

係る相互協力を実施するための物品役務相互提供協定を迅速に交渉するとの意図を

表明した。 

 

３．二国間の安全保障及び防衛協力 

 

閣僚は、様々な分野における二国間の安全保障及び防衛協力を強化することによっ

て同盟の抑止力及び対処力を強化するための現在も見られる進捗について、満足の意

をもって留意する。閣僚は、 

 

・ 最も現代的かつ高度な米国の能力を日本に配備することの戦略的重要性を確認し

た。当該配備は同盟の抑止力を強化し、日本及びアジア太平洋地域の安全に寄与す
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る。この文脈において、閣僚は、米海軍によるＰ－８哨戒機の嘉手納飛行場への配

備、米空軍によるグローバル・ホーク無人機の三沢飛行場へのローテーション展開、

改良された輸送揚陸艦であるグリーン・ベイの配備及び２０１７年に米海兵隊Ｆ－

３５Ｂを日本に配備するとの米国の計画を歓迎した。さらに、閣僚は、２０１７年

までに横須賀海軍施設にイージス艦を追加配備するとの米国の計画、及び本年後半

に空母ジョージ・ワシントンをより高度な空母ロナルド・レーガンに交代させるこ

とを歓迎した。 

 

・ 核及び通常戦力についての議論を通じたものを含め、日本に対する米国の防衛上

のコミットメントの信頼性を強化する日米拡大抑止協議を通じた取組を継続する

ことを決意した。 

 

・ 弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）能力の向上における協力を維持すること、特に２０

１４年１２月のＡＮ／ＴＰＹ－２レーダー（Ｘバンド・レーダー）システムの経ヶ

岬への配備及び２０１７年までに予定されている２隻のＢＭＤ駆逐艦の日本への

追加配備の重要性を強調した。これらのアセットは、連携の下で運用され、日米両

国の防衛に直接的に寄与する。 

 

・ 宇宙安全保障、特に、政府一体となっての取組である宇宙に関する包括的日米対

話及び安全保障分野における日米宇宙協議を通じた、抗たん性及び能力向上分野に

おける協力の強化を強調した。閣僚はまた、宇宙航空研究開発機構による宇宙状況

監視（ＳＳＡ）情報の米国への提供及び両国の防衛当局間で宇宙に関連した事項を

議論するための新たな枠組みの設置による協力の強化を強調した。 

 

・ サイバー空間に係る諸課題に関する協力、特に、政府一体となっての取組である

日米サイバー対話及び日米サイバー防衛政策作業部会を通じた、脅威情報の共有及

び任務保証並びに重要インフラ防護分野における協力での継続的な進展を求めた。 

 

・ 情報収集、警戒監視及び偵察（ＩＳＲ）協力の強化、特に米空軍によるグローバ

ル・ホーク無人機の三沢飛行場へのローテーション展開及び日本による高度なＩＳ

Ｒ基盤の調達計画を賞賛した。 

 

・ 日本の新たな防衛装備移転三原則、及びＦ－３５の地域における整備・修理・オ

ーバーホール・アップグレード能力の日本での確立に係る最近の米国の決定に示さ

れた、後方支援及び防衛装備協力の拡大を賞賛した。閣僚は、高度な能力に係る共

同研究・開発を促進する日米装備・技術定期協議（Ｓ＆ＴＦ）と同盟の役割・任務・

能力（ＲＭＣ）に関する対話の連携を通じた防衛装備協力の強化を強調した。 
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・ 情報保全に関する日米協議を通じた継続的な進展及び日本の特定秘密保護法の施

行により示された、情報保全協力の強化の重要性を確認した。この法律により、日

本政府は、平時及び緊急事態における機微な情報の安全な交換を円滑にするために

必要な政策、慣行及び手続を整備した。 

 

さらに、閣僚は、在日米軍駐留経費負担が、複雑さを増す安全保障環境において日

本の平和及び安全に資するものである前方展開した在日米軍のプレゼンスに対する

日本の継続的な支援を示してきたことを確認した。閣僚は、２０１１年６月のＳＣＣ

文書に示す現行の在日米軍駐留経費負担のコミットメントが２０１６年３月に終了

することに留意し、適切な水準の在日米軍駐留経費負担を行う将来の取決めに関する

協議を開始する意図を表明した。 

 

 共同の活動の範囲が拡大していることを認識し、閣僚は、同盟管理プロセスの効率

性及び実効性を強化する適切な二国間協議の枠組みを可及的速やかに検討するとの

意図を確認した。 

 

４．地域的及び国際的な協力 

 

日米同盟がアジア太平洋地域の平和及び安全の礎であり、また、より平和で安定し

た国際安全保障環境を推進するための基盤であることを認識し、閣僚は、次の分野に

おける最近の進展を強調した。 

 

・ ２０１３年１１月のフィリピンにおける台風への対処における緊密な調整に示さ

れた、人道支援・災害救援活動における協力の強化。 

 

・ 沿岸巡視船の提供及びその他の海洋安全保障能力の構築のための取組によるもの

を含め、特に東南アジアでのパートナーに対する能力構築における継続的かつ緊密

な連携。 

 

・ 特に韓国及び豪州並びに東南アジア諸国連合等の主要なパートナーとの三か国及

び多国間協力の拡大。閣僚は、北朝鮮による核及びミサイルの脅威に関する韓国と

の三者間情報共有取決めの最近の署名を強調し、この枠組みを将来に向けた三か国

協力の拡大のための基盤として活用していくことを決意した。閣僚はまた、日米豪

安全保障・防衛協力会合を通じ、東南アジアにおける能力構築のための活動並びに

安全保障及び防衛に係る事項について、豪州とのより緊密な協力を追求するとの意

図を確認した。 
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５．在日米軍再編 

 

閣僚は、在日米軍の再編の過程を通じて訓練能力を含む運用能力を確保しつつ、在

日米軍の再編に係る既存の取決めを可能な限り速やかに実施することに対する日米

両政府の継続的なコミットメントを再確認した。閣僚は、地元への米軍の影響を軽減

しつつ、将来の課題及び脅威に効果的に対処するための能力を強化することで抑止力

が強化される強固かつ柔軟な兵力態勢を維持することに対するコミットメントを強

調した。この文脈で、閣僚は、普天間飛行場から岩国飛行場へのＫＣ－１３０飛行隊

の移駐を歓迎し、訓練場及び施設の整備等の取組を通じた、沖縄県外の場所への移転

を含む、航空機訓練移転を継続することに対するコミットメントを確認した。 

 

この取組の重要な要素として、閣僚は、普天間飛行場の代替施設（ＦＲＦ）をキャ

ンプ・シュワブ辺野古崎地区及びこれに隣接する水域に建設することが、運用上、政

治上、財政上及び戦略上の懸念に対処し、普天間飛行場の継続的な使用を回避するた

めの唯一の解決策であることを再確認した。閣僚は、この計画に対する日米両政府の

揺るぎないコミットメントを再確認し、同計画の完了及び長期にわたり望まれてきた

普天間飛行場の日本への返還を達成するとの強い決意を強調した。米国は、ＦＲＦ建

設事業の着実かつ継続的な進展を歓迎する。 

 

閣僚はまた、２００６年の「ロードマップ」及び２０１３年４月の統合計画に基づ

く嘉手納飛行場以南の土地の返還の重要性を再確認し、同計画の実施に引き続き取り

組むとの日米両政府の決意を改めて表明し、２０１６年春までに同計画が更新される

ことを期待した。閣僚は、この計画に従ってこれまでに完了した土地の返還のうち最

も重要な本年３月３１日のキャンプ瑞慶覧西普天間住宅地区の計画どおりの返還を

強調した。 

 

閣僚は、日米両政府が、改正されたグアム協定に基づき、沖縄からグアムを含む日

本国外の場所への米海兵隊の要員の移転を着実に実施していることを確認した。 

 

閣僚は、環境保護のための協力を強化することへのコミットメントを再確認し、環

境上の課題について更なる取組を行うことの重要性を確認した。この目的のため、閣

僚は、環境の管理の分野における協力に関する補足協定についての進展を歓迎し、可

能な限り迅速に同協定に付随する文書の交渉を継続する意図を確認した。 
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1. OVERVIEW 
 
Minister for Foreign Affairs Fumio Kishida, Minister of Defense Gen Nakatani, Secretary of 
State John Kerry, and Secretary of Defense Ashton Carter convened the Japan-U.S. Security 
Consultative Committee (SCC) in New York on April 27, 2015.  In light of the evolving 
security environment, the Ministers reconfirmed the Alliance’s commitment to the security 
of Japan and to the maintenance of international peace and security. 
 
The Ministers announced the approval and release of new, revised “Guidelines for 
Japan-U.S. Defense Cooperation” (the Guidelines), which update the roles and missions of 
the two countries and promote a more balanced and effective Alliance to meet the emerging 
security challenges of the 21st century.  The Ministers discussed a variety of regional and 
global challenges, initiatives to enhance bilateral security and defense cooperation in 
various areas, promotion of enhanced regional cooperation, and moving forward on the 
realignment of U.S. forces in Japan. 
 
As articulated in its 2015 National Security Strategy, the United States is actively 
implementing its rebalance to the Asia-Pacific region.  Central to this is the ironclad U.S. 
commitment to the defense of Japan, through the full range of U.S. military capabilities, 
including nuclear and conventional.  Japan highly values U.S. engagement in the region.  
In this context, the Ministers reaffirmed the indispensable role of the Japan-U.S. Alliance in 
promoting regional peace, security, and prosperity. 
 
As Japan continues its policy of “Proactive Contribution to Peace,” based on the principle of 
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international cooperation, the United States welcomes and supports Japan’s recent 
monumental achievements.  Among these are: the cabinet decision by the Government of 
Japan on July 1, 2014, for developing seamless security legislation; the creation of its 
National Security Council; the Three Principles on Transfer of Defense Equipment and 
Technology; the Act on the Protection of Specially Designated Secrets; the Basic Act on 
Cybersecurity; the new Basic Plan on Space Policy; and the Development Cooperation 
Charter. 
 
The Ministers affirmed that the Japan-U.S. Alliance, strengthened by the new Guidelines 
and the two countries’ respective security and defense policies, continues to serve as the 
cornerstone of peace and security in the Asia-Pacific region as well as a platform for 
promoting a more peaceful and stable international security environment. 
 
The Ministers also reaffirmed that the Senkaku Islands are territories under the 
administration of Japan and therefore fall within the scope of the commitments under 
Article 5 of the Japan-U.S. Treaty of Mutual Cooperation and Security, and that they oppose 
any unilateral action that seeks to undermine Japan’s administration of these islands. 
 
2. THE NEW GUIDELINES FOR JAPAN-U.S. DEFENSE COOPERATION 
 
The Guidelines, which were first approved on November 27, 1978, and revised on 
September 23, 1997, have provided a general framework and policy direction for the roles 
and missions of the two countries, as well as ways of cooperation and coordination.  At the 
SCC meeting in Tokyo on October 3, 2013, the Ministers shared views on the evolving 
security environment and directed the Subcommittee for Defense Cooperation (SDC) to 
draft recommended changes to the 1997 Guidelines to ensure that the Alliance continues its 
vital role in deterring conflict and advancing peace and security.  
 
Today, the SCC approved the SDC’s recommended new Guidelines, which accomplishes the 
objectives outlined by the Ministers in October 2013.  The new Guidelines, which replace 
the 1997 Guidelines, update the general framework and policy direction for the roles and 
missions of the two countries and manifest a strategic vision for a more robust Alliance and 
greater shared responsibilities by modernizing the Alliance and enhancing its deterrence and 
response capabilities in all phases, from peacetime to contingencies. 
 
Recognizing the significance of ensuring consistency between the new Guidelines and 
Japan’s efforts to develop seamless security legislation, the Ministers acknowledged that 
such legislation would make bilateral efforts under the new Guidelines more effective.  
The United States welcomes and supports the ongoing efforts to develop the legislation, 
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which is to reflect Japan’s policy of “Proactive Contributions to Peace” and its July 2014 
cabinet decision.  
 
The core of the Guidelines continues to be the steadfast commitment to Japan’s peace and 
security.  The new Guidelines detail the ways and means through which the two 
governments continue to strengthen their ability to fulfill that commitment through seamless, 
robust, flexible, and effective Alliance responses while expanding bilateral cooperation 
across a range of other areas, such as: 
 
Alliance Coordination Mechanism:  Under the new Guidelines the two countries are 
establishing a standing, whole-of-government mechanism for Alliance coordination, 
enabling a seamless response in all phases, from peacetime to contingencies. 
 
Regional and Global Cooperation:  The new Guidelines enable the Alliance to make 
greater contributions to international security initiatives wherever appropriate in a way 
consistent with Japanese laws and regulations, such as peacekeeping operations, maritime 
security, and logistic support.  The Ministers reiterated the importance of cooperating with 
regional and other partners as well as with international organizations. 
 
New Strategic Cooperation:  A dynamic world requires a modern Alliance, and the new 
Guidelines lay a foundation for the two countries to cooperate in space and cyberspace and 
in conducting operations intended to have effects across domains. 
 
Humanitarian Assistance and Disaster Relief:  The new Guidelines describe ways the two 
governments can work together to improve further the effectiveness of bilateral cooperation 
in responding to a large-scale disaster in Japan or around the world. 
 
A Strong Foundation:  The new Guidelines also describe programs and activities that pay 
dividends in every aspect of bilateral cooperation, including defense equipment and 
technology cooperation, intelligence cooperation and information security, and educational 
and research exchanges. 

 
The Ministers confirmed their intention to start bilateral work under the new Guidelines.  
In this context, the SCC directed the SDC to implement the new Guidelines, including 
establishing the standing Alliance Coordination Mechanism and upgrading the Bilateral 
Planning Mechanism, thereby strengthening bilateral planning.  The Ministers also 
expressed their intention to negotiate expeditiously an acquisition and cross-servicing 
agreement to operationalize the mutual logistics cooperation envisioned by the new 
Guidelines. 
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3. BILATERAL SECURITY AND DEFENSE COOPERATION 
 
The Ministers noted with satisfaction ongoing progress to strengthen the Alliance’s 
deterrence and response capabilities by enhancing bilateral security and defense cooperation 
in a variety of areas.  The Ministers: 
 
 confirmed the strategic importance of deploying the most modern and advanced U.S. 

capabilities to Japan, which enhances Alliance deterrence and contributes to the security 
of Japan and the Asia-Pacific region.  In this context, the Ministers welcomed the 
deployment of U.S. Navy P-8 maritime patrol aircraft to Kadena Air Base, the rotational 
deployment of U.S. Air Force Global Hawk unmanned aerial vehicles to Misawa Air 
Base, the deployment of the USS Green Bay, an upgraded amphibious transport ship, 
and U.S. plans to deploy Marine Corps F-35B aircraft to Japan in 2017.  In addition, 
the Ministers welcomed U.S. plans to deploy additional Aegis ships to Yokosuka Naval 
Base by 2017, as well as the swap-out of the aircraft carrier USS George Washington 
with the more advanced USS Ronald Reagan later this year; 
 

 committed to continued engagement through the bilateral Extended Deterrence Dialogue, 
which reinforces the credibility of the U.S. defense commitment to Japan, including 
through discussion of nuclear and conventional capabilities; 
 

 stressed the importance of sustained cooperation in enhancing Ballistic Missile Defense 
(BMD) capabilities, particularly the deployment of a second AN/TPY-2 radar (X-band 
radar) system to Kyogamisaki in December 2014 and the planned deployment of two 
additional BMD-capable destroyers to Japan by 2017.  Working in concert, these assets 
are to directly contribute to the defense of Japan and the United States; 

 
 highlighted enhanced collaboration on space security, particularly in the areas of 

resiliency and developing capabilities, through the whole-of-government Japan-U.S. 
Comprehensive Dialogue on Space and the Space Security Dialogue.  The Ministers 
also highlighted increased cooperation resulting from the Japan Aerospace Exploration 
Agency’s provision of space situational awareness (SSA) information to the United 
States, as well as the establishment of a new framework to discuss space-related issues 
between the two defense authorities;  
 

 called for continued progress in cooperation on cyberspace issues, particularly in the 
areas of threat information sharing, mission assurance, and critical infrastructure 
protection, through the whole-of-government Japan-U.S. Cyber Dialogue and the Cyber 
Defense Policy Working Group; 
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 lauded enhanced Intelligence, Surveillance, and Reconnaissance (ISR) cooperation, 

particularly the rotational deployment of U.S. Air Force Global Hawk unmanned aerial 
vehicles to Misawa Air Base and Japan’s plans to procure advanced ISR platforms; 

 
 praised expanded logistics and defense equipment cooperation, as reflected by Japan’s 

new Three Principles on Transfer of Defense Equipment and Technology and the recent 
U.S. decision to establish an F-35 regional maintenance, repair, overhaul, and upgrade 
capability in Japan.  The Ministers highlighted strengthened defense equipment 
cooperation through the linkage of the Systems and Technology Forum and the Alliance 
Roles, Missions, and Capabilities dialogue, which facilitates joint research and 
development of advanced capabilities; and 

 
 affirmed the importance of enhanced information security cooperation, as reflected by 

continued progress through the Bilateral Information Security Consultations and by 
Japan’s implementation of the Act on the Protection of Specially Designated Secrets.  
As a result of this legislation, the Government of Japan has put in place the policies, 
practices, and procedures necessary to facilitate the secure exchange of sensitive 
information in peacetime and during contingencies.  

 
In addition, the Ministers affirmed that host nation support has demonstrated continued 
Japanese support for the forward-deployed presence of U.S. forces in Japan, which 
contributes to Japan’s peace and security in an increasingly complex security environment.  
The Ministers, noting that the current host nation support commitment, as stipulated in June 
2011 SCC documents, expires in March 2016, expressed their intention to start consultations 
on future arrangements to provide an appropriate level of host nation support.  

 
Recognizing the expanding scope of bilateral activities, the Ministers affirmed their intent to 
consider at the earliest opportunity an appropriate bilateral consultation framework that 
would enhance the efficiency and effectiveness of Alliance management processes. 
 
4. REGIONAL AND INTERNATIONAL COOPERATION 

 
Recognizing the Japan-U.S. Alliance as the cornerstone of peace and security in the 
Asia-Pacific region as well as a platform for promoting a more peaceful and stable 
international security environment, the Ministers highlighted recent progress in the 
following areas: 
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 Increased cooperation in Humanitarian Assistance/Disaster Relief operations, as 
reflected by close coordination in responding to the November 2013 typhoon in the 
Philippines; 

 
 Continued close coordination on partner capacity building, particularly in Southeast Asia, 

including through the provision of coastal patrol vessels and other maritime security 
capacity building endeavors; and 

 
 Expanded trilateral and multilateral cooperation, particularly with key partners such as 

the Republic of Korea (ROK) and Australia, as well as the Association of Southeast 
Asian Nations.  The Ministers highlighted the recent signing of a trilateral information 
sharing arrangement with the ROK concerning the nuclear and missile threats posed by 
North Korea, and resolved to utilize the framework as the foundation for expanded 
trilateral cooperation into the future.  The Ministers also affirmed their intention to 
pursue closer cooperation with Australia on capacity building activities in Southeast Asia, 
and on security and defense issues through the Security and Defense Cooperation 
Forum. 

 
5. REALIGNMENT OF U.S. FORCES IN JAPAN 

 
The Ministers reaffirmed the two governments’ continued commitment to implement the 
existing arrangements on the realignment of U.S. forces in Japan as soon as possible, while 
ensuring operational capability, including training capability, throughout the process.  The 
Ministers underscored their commitment to maintaining a robust and flexible force posture 
that enhances deterrence by strengthening the capability to respond effectively to future 
challenges and threats, while also mitigating the impact of U.S. forces on local communities.  
In this context, the Ministers welcomed the relocation of the KC-130 squadron from Marine 
Corps Air Station (MCAS) Futenma to MCAS Iwakuni and confirmed their commitment to 
continue aviation training relocation, including to locations outside of Okinawa, through 
efforts such as the development of training areas and facilities. 
 
As an essential element of this effort, the Ministers reconfirmed that the plan to construct 
the Futenma Replacement Facility (FRF) at the Camp Schwab-Henokosaki area and 
adjacent waters is the only solution that addresses operational, political, financial, and 
strategic concerns and avoids the continued use of MCAS Futenma.  The Ministers 
reaffirmed the two governments’ unwavering commitment to the plan and underscored their 
strong determination to achieve its completion and the long-desired return of MCAS 
Futenma to Japan.  The United States welcomes the steady and continuing progress of FRF 
construction projects. 
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The Ministers also reconfirmed the importance of land returns south of Kadena Air Base 
based on the 2006 “Roadmap” and the April 2013 Consolidation Plan, and reiterated the two 
governments’ determination to work continuously on the implementation of the plan and 
anticipated the update of the plan by Spring 2016.  The Ministers highlighted the on-time 
return of the West Futenma Housing Area of Camp Zukeran on March 31 of this year, which 
marked the most significant land return completed to date in accordance with the plan. 
 
The Ministers confirmed that the two governments are steadily implementing the relocation 
of U.S. Marine Corps personnel from Okinawa to locations outside of Japan, including 
Guam, based upon the amended Guam International Agreement. 
 
The Ministers reaffirmed their commitment to strengthening cooperation to protect the 
environment and confirmed the importance of making further efforts in environmental 
matters.  To that end, the Ministers welcomed progress on a supplementary Agreement on 
Cooperation in the Field of Environmental Stewardship and confirmed their intention to 
continue negotiating the ancillary documents of the Agreement as expeditiously as possible. 
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